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常勤監査等委員
監 査 等 委 員
監 査 等 委 員
監 査 等 委 員
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監査報告

西田 範夫
安田 加奈
德田 琢
山岡美奈子



報告事項

１．第７４期事業報告、連結計算書類並びに
会計監査人及び監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第７４期計算書類報告の件
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当連結会計年度の外部環境

● 個人消費や民間設備投資に

持ち直しの動き

● 雇用・所得環境の改善

● 継続的な物価上昇・為替変動

● 中東情勢の緊迫化による

エネルギー価格・供給の懸念

外部環境

● 公共投資

● 民間設備投資

● 住宅投資

関連業界

先行き不透明な状況が続く
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分野によって濃淡がある状況



前期比
当 期

（百万円）

前 期

（百万円）

＋ 6 . 0 ％ y8 3 , 9 4 9 y7 9 , 1 7 5 y売 上 高

＋ 4 . 0 ％ y4 , 6 4 4 y4 , 4 6 5 y営 業 利 益

＋ 3 . 7 ％ y4 , 8 5 1 y4 , 6 7 9 y経 常 利 益

＋ 0 . 9 ％ y3 , 3 0 2 y3 , 2 7 2 y

連結業績結果

当期純利益
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親会社株主に帰属する



前 期 当 期 前 期 当 期

● 大口需要先の受注が堅調、価格転嫁による販売価格上昇

● 当期に子会社化した鈴東・琉球ブリッジの売上高が寄与

● 高付加価値製品の拡販などによる売上総利益率改善

セグメント別業績

産 業 資 材

売 上 高 セグメント利益
（百万円） （百万円）

2,72637,328

2,454

足場吊りチェーン
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39,536



前 期 当 期前 期 当 期

セグメント別業績

鉄 構 資 材

売 上 高 セグメント利益
（百万円） （百万円）

21,605

1,254

21,131

1,394

アンカーボルト
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● 大手取引先や各種加工関連の売上が堅調に推移

● 人件費や運賃を中心に販売費及び一般管理費の増加



前 期 当 期前 期 当 期

セグメント別業績

電 設 資 材

売 上 高 セグメント利益
（百万円） （百万円）

12,934 560
11,335

413

LED照明

● 高圧受変電設備、電線、太陽光発電設備、空調機器の
売上が堅調に伸長

● 利益率の高い工事需要の取り込み、全社的な経費削減
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前 期 当 期 前 期 当 期

セグメント別業績

足 場 工 事

売 上 高 セグメント利益
（百万円） （百万円）

9,872

132

9,380

足場工事施工例 ● 橋梁・土木関連や大型物件向けの工事売上が好調に推移

● 前期に子会社化した上田建設の売上高が寄与

● 外注工事比率の増加等による売上総利益率の低下
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248



24,507 
26,240 

40,740 
42,995 

前期末 当期末

（百万円）

資産合計

65,247

資産合計

69,235

流動資産

固定資産

流動資産

固定資産

現金・預金

15,476

売上債権

16,407 

棚卸資産

8,227

その他

628

有形固定資産

18,991

無形固定資産

3,861

投資その他の資産

1,654

連結貸借対照表（資産の部）
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有形固定資産

20,802

無形固定資産

3,525

投資その他の資産

1,911

現金・預金

15,654

売上債権

17,930

棚卸資産

8,728

その他

681



前期末 当期末

連結貸借対照表（負債・純資産の部）
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負債・純資産合計

65,247

負 債

純資産

負 債

株主資本

37,316

その他の
包括利益累計額

△988

非支配株主持分

2,022

負債・純資産合計

69,235
流動負債

23,401

固定負債

3,494

流動負債

24,534

固定負債

4,134

株主資本

39,437

その他の
包括利益累計額

△902

非支配株主持分

2,031

（百万円）

26,896
28,668

38,350 40,566

純資産



今後の見通し
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● 雇用・所得環境の改善を背景
に景気は緩やかに回復

● 中東情勢の長期化に伴う
資材・エネルギー価格の
高騰や供給制約

外部環境

● 公共投資は底堅く推移

● 民間設備投資は大型物件を
中心に持ち直し

● 建設業界の人手不足問題等に
起因する

・工期の長期化

・各種コストの増加

関連業界

■ 当社グループの成長戦略

DX推進、物流機能・施工体制の拡充、生産性向上

新規販売先の開拓、新商材の拡販

▲



1,000億円M&A戦略
今のコンドーテック(オーガニック)・未来のコンドーテック(周辺強化)の成長を加速

売
上
高
（
単
位
：
億
円
）

0
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1953年 1963年 1973年 1983年 1993年 2003年 2013年 2023年

259億円

502億円

355億円

M&A戦略開始

2005年3月期

2011年3月期

2016年3月期
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既存事業以外の強化取り組み事項

周辺強化による成長

• 海外市場への展開

• 隣接する業界への進出

• デジタル技術の活用 など

中期経営計画
(2027年3月期～2029年3月期)

既存事業戦略

オーガニック成長

• 新規販売先の開拓

• 新商材の提供

• 販売手段・サービスの多様化

• 拠点展開

• 自然災害への対応 など

1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2020年 2029年



隣接する業界

船舶造船、運送、陸海荷役、
製造生産設備、漁業、
養殖、農業等

事業の深掘り

建築物・構造を支える
部材の強化
生産性の向上

事業エリアの拡大

ASEAN本格展開
タイ・インドネシア

販売形態の拡充

販売経路の拡大、ネット事業への進出

M&A戦略

Ｍ＆Ａ戦略

企業の買収及び資本・業務提携

M&Aにおける4つの視点

企業の買収や資本・業務提携を、事業基盤の強化を図るための重要な

戦略の一つと位置づけ
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2010年
三和電材（電設資材卸売業）を子会社化

2014年
中央技研（省力化機器製造）を子会社化

2019年
・ メカトロエンジニアリングより省力化、

画像処理機器事業譲受
・ テックビルド（足場架払工事業）を子

社化

当社の事業展開

2020年
東海ステップ（足場架払工事業）を子会社化

2021年
栗山アルミ（アルミ押出型材等の製造事業）
を子会社化

2021年
・ フコク（足場架払工事業）を子会社化
・ 足場子会社を統括する中間持株会社日本足

場HDを設立

2024年
上田建設（足場架払工事業）を子会社化

2025年
・ 鈴東（仮囲い材の製造事業）を子会社化
・ 琉球ブリッジ（建設資材の製造事業）を子

会社化



鈴東株式会社商 号

東京都千代田区所 在 地

建設資材の製造販売、鉄鋼卸業、仮設機材
リース業、建設業

事業内容

100百万円（2025年3月末時点）資 本 金

東京本社 （東京都千代田区）
大阪営業所 （大阪府箕面市）
千葉光町工場 （千葉県山武郡）

拠 点

Ｍ＆Ａ戦略

2026年3月期の実績

2025年11月 鈴東子会社化
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想定されるシナジー

主製品・商品

当
社
グ
ル
ー
プ

2

3

2

レンタル・物販 レンタル・物販

発注・外注

足場架払工事

足
場
工
事

鈴
東

2

レンタル・物販

建
設
資
材
の
製
造

1

得
意
先

• レンタル、リース会社

• 商社

• 建設工事会社 等

建設現場などで使用される仮囲い材。

国内工場で製造しており、お客様の

ニーズにあったサイズに加工すること

が可能。

安全鋼板

製造機能の拡充1

「安全鋼板」などの
仮囲い材を内製化し、
収益拡大を図る。

販売手段の拡充2

利益率の高いレン
タル商材を拡充し、
収益拡大を図る。

足場工事セグメントとの協業3

鈴東が請け負った工事を足場工事
セグメントが請け負い、足場工事
セグメントの収益拡大を図る。



琉球ブリッジ株式会社商 号

沖縄県浦添市所 在 地

建設資材の製造販売事業内容

8百万円（2025年5月末時点）資 本 金

Ｍ＆Ａ戦略

2026年3月期の実績

2025年12月 琉球ブリッジ子会社化
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想定されるシナジー

今後も堅調な需要が見込まれる沖縄県の建設需要を取り込むとともに、

琉球ブリッジが有する商品開発機能や海外ネットワークを通じて、当社

グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上を図ってまいります。

琉
球
ブ
リ
ッ
ジ

当社

生産工場
(中国)

得
意
先

• 建設会社

• 建設資材販売業者

• 解体業者

• ホテル、不動産会社

等

販
売

製
造

輸
送

販
売

土木や産業廃棄物等の輸送・保管

など、様々な場面で使用される大

型土のう袋。

沖縄で企画・設計した商品を、中

国の生産工場で製造。

主製品・商品

フレコンバッグ



5円 6円

13円
14円

20円

23円

26円

31円

34円

40円

46円

52円

58円
予定

10円

1995年3⽉期 1999年3⽉期 2003年3⽉期 2007年3⽉期 2011年3⽉期 2015年3⽉期 2019年3⽉期 2023年3⽉期 2027年3⽉期

普通配当 普通配の増配分 記念配当

29円

24円

13.5円

15.5円

22円

32円

5.5円

11円

配当（利益配分の基本方針）

配当の推移

上場以来、減配なし

16期連続増配予定

中間 26  円
期末 26  円

当 期 配 当

＜当期の配当に関する経営指標＞

DOE配当性向ROE

3.6 ％40.3 ％8.8 ％
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中間 29 円

期末 29 円

次 期 配 当
（ 計 画 ）

自己資本当期純利益率(ROE) 10.0%以上、連結純資産配当率(DOE) 4.0％以上

を目標に、継続的に増配を行う ※ DOE = 配当性向 × ROE



＜メモ＞



本資料には、業績見通しおよび事業計画等を記載しております。

それらにつきましては各資料作成時点においての経済環境や事業方針
等の一定の前提に基づいて作成しております。

したがいまして、実際の業績は様々な要因の変化により、これらの業
績見通しとは異なる結果となりうることをご承知おきください。

見通しに関する注記事項


